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環境社会学と法学の協働

山村 　恒年

（関西 学院大学）

　 1．法学 と社会学

　法は、仕会行動規範で ある と同時に 裁判規

範で ある 。 法律学 も社会学 も杜会行動を対 象

と して扱 うこ とで は共通で あ る 。 法解釈学で

は、法 と社会行為 との適合性 しか扱 わない の

に対 して 社会学は、仕会行動 の もた らす諸 々

の シ ス テ ム や 要因 を対象 とする 。 その 点法社

会学 と共通 する点が ある 。 法社会学 とい っ て

もい ろ い ろ な ア プ ロ
ー

チが あ る が、最近の議

論 を見て い ると社会学に傾斜 して い るように

も見 ら れ る 。 そ れ は 、法律学か ら 自立 し た ア

イデ ン テ ィ テ ィ
ーを持 つ た め の 独 自性 を打 ち

出す結果 と言え る ，， 社会行動 に は、個人行

動 、企業行動、集団行動、行政行動等 々 が あ

るが 、 最近 は、これ らが複合的作用 をな し、

よ り問題 を複雑化 させ て い る 。

　環境問題 を例 に とれ ば、企 業行動 と行政行

動が相互 作用 して 政策化が な され、それ の 実

行手段 と して法が制定 され る。しか し、そ れ

らは基本的な もの に限 られ、大部分は行政立

法 と行政指導等の行政行動 に委ねら れ た 上 、

政 策が執行され る 。それ らは環境に 対 す る 配

慮 を欠 くた め 、環境破壊や 公害被害 をもた ら

す 。 それ に対 して 、公害反対運動 ・公 害訴訟 、

自然保護運動 ・訴訟が起 きて きた 。

　以上 の 流れ の 中で、法の 占め る役割は極め

て 限定され て い た 。 基本的な開発支援法制 と

極めて限定され た司 法救済 、1，／法で あ っ た。

　 こ の よ うな状況の 中で 、環境保護の 社会運

動は法 の 限界を克服する ため に さまざまな形
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で 展開 され る 。 環境権、入浜権、自然亨有権

とい うよ うな権利形成 運動 として 、あ る い は

地方公共団体の 環境条例制定運動 と して 、公

害被害者団体による救済制 度拡 充 の 運動や環

境 NGO に よる立 法制定要求と して展開 され

て きた。社会学は 、こ れ らの 企業 ・行政行動、

住民運動等の 社 会運動 を研究対 象と し て き

た 。

　 そ の 中で 法杜会学は、法 シ ス テ ム や権利論

との 関係で 公害反対運動等の社会行動を研究

の 対象と して きた tt 社会学な い し環境社 会学

は主 と して 社会行動そ の もの を、希に は 行政

行動 をそ の 対象と して きた 咳、

　他方、環境問題 に つ い て 、全国各地の 環境

紛争 の 問題地点をつ ぶ さに 調査 し、法律的側

面か らこ れ を分析 し、あ る べ き方向を提言 し

て きた 団体 と し て 、地 方 単位の 弁護 士会、口

本弁護i士連合会 の 公害対策環境保全委員会が

ある 。 筆者 もそれ らの 委員、委員長 と して 20

数 年全国各地 の 調査 ・分析 を行い
、 報告書や

意見書 を作成 して きた 。 こ れ も
一

種の 社会学

的活動 の ひ とつ と言えよ う。

　学会 と弁護士 会の 活動の 差異は、前者が調

査の結果か ら ひ とつ の 理論的方向や位置づ け

を導き出 そ うとす る の に対 し、後者は、問題

解決の ため に現行制度 の 欠陥を指摘 し、改善

方策 を提言す る と こ ろ に あ る 。 弁護士会の 環

境調査報 古書は筆者 の 所有す る もの だ けで も

数十冊 に及び、社会学的に は極め て貴重 なも

の で ある が公刊 され て い な い た め にその 成果

環 境 社 会 学 研 究 2 （1996 ）：67−70

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Japanese Association for Environmental Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assooiation 　for 　Environmental 　Sooiology

山村 ：環境社会学 と法学 の 協働

が生 か され て い ない （後述注 （6）参照）。

　筆者 はそ の経験 を生 か して 、開発法制 とそ

の 行政 シ ス テ ム 、環境法制 と行政 シ ス テ ム 及

び 自然保護に 関す る 運動 の 関係 を分析 し、制

度の 欠陥 と問題点、提言 をま とめ た もの を公

刊 した a 〕
。

　以上 述 べ た よ うに、環境 と開発の 諸行動 に

お い て法律が果た して い る役割は限定されて

い る 。 そ もそ も、そ の こ と自体、法律 に よる

行政 の 原理 か ら考えて 問題 であるが 、だか ら

こ そ環境社会学に よ る研究の 必要性があ る と

言える。

　 また 、法社会学や 法哲学 、国際環境法や環

境倫理学 もこ れ ら の 分野 を研究対象として い

る の で 、そ れ らと環境仕会学 との 共通性 や 隣

接科学 と して の 協働の 必 要性の 観点か ら考察

して み た い
。

2．環境法 と環境社会 学

　 日本の環境法学の 歴史は浅い
。 主 と して 民

法の 不法行為法の応用 的側 面 として公害被害

救済法学 と して 出発 した。戦 前の 公害社 会運

動 と して有名なもの に足尾銅山鉱毒事件があ

り、こ れ に つ い て は社会科学的 な面か らも多

くの 研究 が な され て きた 。

　第
．
：次大戦後の 政府 の 高度成長政策に よ り

発生 した 公害反対運動は 、四 大公害裁判を初

め多くの 公 害訴訟 を展 開 させ た 。 こ れ らの 運

動は、
一

方に お い て は 、 地方公共団体の 公害

条例 を制定させ 、ひい ては国 の 各種の 公害規

制法や公害救済立法の 制定 をもた ら した 。 こ

れ らに つ い て も法律家 による多くの 業績が あ

る 〔

 

　 しか し、そ もそ も環境破壊 をもた ら し た の

は 、企 業行動で あ り、そ の 基 盤整備や支援政

策 を実施して きた の は 、政 治 ・行政行動で あ

る 。 とす れ ば、環境社会学 と して は 、そ れ ら
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の 行動 をまず分析 し 、 問題点を指摘す る必 要

がある の で はなかろ うか 。 そ うで ない と環境

社会学は政治学や行政学 の 後始末だけ に 追わ

れ る結果 となろ う。こ の こ とは、環境法 に つ

い て も言 え る こ とで あ る 。 公害規 制法 に し

ろ、環境保護法に しろ 、開発行政 の 後始末的

性格を持 つ もの で あ っ た 。 それ で は い け ない

と い うこ と で 、環境 管理法の 発想が出て き

て 、 環境基本法が制定 され 、環境基本計 画が

策定 されたが、それも開発行政を コ ン トロ ー

ル す る まで に は至 っ て い な い 。 国土 開発や国

土利用計画に関する法制 も本来広義の 環境法

に属す る もの と言える。

　農地法、林業基本法、森林法、生産緑地法 、

港湾法 、そ の 他 エ ネル ギ
ー・資源法 も広義 の

環境法 と し て扱われ なければ な らな い 。そ う

す る と、環境法社会学、環堵社会学 も、こ れ

らをめ ぐる企業や 政府行動 を含めた社会行動

を対象とするもの で なければならない と言え

よう 。 しか る に、それ らの 分野 を対象 とする

社会学 は甚だ手薄で ある 。

　地 球サ ミ ッ トの リオ宣言 の 主要な理 念 と

な っ た 「環境 と発展の 統合．亅の 考え方か らす

れば、環境社会学も開発政策 と環境保全をめ

ぐる社会シ ス テ ム を統合 して 考察する必 要が

あ る
。
こ の 点に 関 して の 個 別事例の 分析 と し

て 、 東北 ・卜越新幹線の 建設問題 に関す る 開

発過程 と住民運動の 分析の 研究があるが 、社

会学 の 分野 で は数少ない うちの ひ とつ で ある

掃 ／

」

　こ の 点に つ い て は 、法学者 も制度的な分析

に余 りかかわ っ て こ なか っ た こ と に も問題 が

あ る 。 私 はか つ て、日本 の 産業政 策の 各政策

決定過程を分析 し、い か に それ が非合理 的 で

あ り、民主主義 に反す るか に つ い て 分析 し、

そ の 是 正 の あ り方に つ い て研究 した こ とが あ

る CS ）

。 あ れ ほ ど騒が れた長良川 河 口堰問題 に
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して も、河川行政過程 の 詳細 な分析は皆無に

等 しい 。ダ ム 建設 過程 に つ い て も同様で あ

る 。 住民の 反対運 動の 側 の 運動分析だけで

は、問題 の 全体像が 見えて こ ない の で ある 。

　エ ネ ル ギ
ー

行政過程 に つ い て も同様で あ

る。

　その 政策の 出発点の 政策となる 「長期 エ ネ

ル ギ
ー

需給見 通 し」が 、どの よ うな社会 シ ス

テ ム の 中で 策定され 、 そ の 後の エ ネル ギ ー
政

策に どの ように影響を及ぼ して い くか に つ い

て は解明 され て い な い 。 反面、ア メ リ カ で の

エ ネル ギ
ー政策の立案過程をめ ぐる社会運動

分析の研究報告が され て い る とい うこ とは皮

肉な現象で ある 。 森林行政過程 につ い て も同

様 な問題 があ る。

　 こ れ らの 環境 に影響 を及ぼす経済行政過程

とそ れをめ ぐる住民 運動に つ い て 、日弁連が

人権大会シ ン ポ の ため数十人 の 弁護士 を毎回

動員 して 調査分析 した報告書が ほ ぼ毎年出 さ

れ て い る 。 多 くは 公刊 され ない が そ の うち の

い くつ か は 公刊 され て い る もの もあ る
．61 。

　 しか し、 こ れ らの 研究成果 は社会学の方で

は生 か され て い る とは 言えな い
。 問題 とされ

る べ きな の は、過疎地 の 自治体に お ける 地域

活性化 の た め の 開発要請 と政府の 開発政策 と

の 関係の メ カ ニ ズム で ある 。

　 こ れ は 地 域経済学で は研究 され て い る が 、

社会学 の 方で は 手薄で ある と考え られ る。

　 政府の 開発補助金が 自治体やそ の住民の 自

立 能力を弱めて い る こ と、　
一
部の 自治体 で

は 、 政府 に頼 らず 自立 して 地場 の 産業や文化

を基に して環境 と両立 する活性化 を図 り成功

して い る こ とな どにつ い て 、そ の 社会的 メ カ

ニ ズ ム を環境社会学で 取 り上げ るべ きで あろ

う。 そ の 分析 と提言 と して は、注 （6）の 沖縄

白書の環境を護るた め の 項 （筆者執筆）を参

照 された い 。
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3．法哲学的規範 と環境社会学

　外国 の 環境社会学で は 、「ニ ュ
ーエ コ ロ ジ

カ ル パ ラ ダイ ム 1の ような環境規 範を前提 と

した もの があるが
〔7］、日本で は、逆に実証的

研究の もの が多 く、規 範論 との 関連性 を取 り

上げる こ とは少ない
。 しか し 、 環境をめ ぐる

社会運動 は、政府行動 に しろ 、住民 運動 に し

ろ 、さ まざまな環境規範 を前提 として 行われ

て い る の で あ るか ら、それ と の 関係で 分析す

る こ と が 不可 欠と言え る 。

　例えば 、 政 府行動は 、快楽的国益追求型功

利主義 に基づ くもの もあれ ば 、 永続可能な発

展型 、 将来世 代利益考慮型、南北 間の 衡平型

など権利基底的正義論 に基づ くもの もあ る 。

　 日本は前者 に近 く、ヨ
ーロ ッ パ で は後者 に

近 い 傾向が ある 。 立法制度や司法制度 に つ い

て も同様で、人間申心的なもの か ら 自然中心

主義的な もの ま で 各種 の タイプが ある 。

　法哲学会で も咋年の学会で 環境 と法哲学の

課題 をとり上 げ、こ れ ら に つ い て議論 し、筆

者 も報告を し た 〔

 

　権利論 に つ い て も、自然 中心主義に シ フ ト

すれ ば、環境権か ら自然享有権へ 、さら に 自

然の権利へ と移行する こ とになる v

　環境運動 に つ い て も 、公 害被害救済運動は

人権論で あ っ た 。 そ の 研究は社 会学 で も多 く

な され たが 、自然保護運動と規範的権利論 と

の 関係 に つ い て の 研究は余 りな され て い な

い
。 国際法の レ ベ ル で は 、世界 自然保護憲章

が 「す べ て の 生命形態は固有 の もの で あ り、

人間に とっ て価値が あ る か 否か に か か わ らず

尊重 され る べ きで ある」と し、 白然の 権利的

発想が掲げ られて い る 。 に もかかわ らず、凵

本で は、全国各地 で 海面埋 め 立 て や干拓、森

林破壊 を伴 う開発 が進ん で い る 。 自然の 権利

派の 運動で は、ア マ ミ ノ ク ロ ウサ ギや オ オ ヒ

シク イを原告 とする訴訟 を提起 して い る
「91

。
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しか し、こ れ ら の 自然保護運動 の 間で もそ の

規範論 の 考え方 の 差異 に よる運動論の差異が

あ る 。 こ の よ うな点 も環境社会学で 研 究 され

る べ きで あろ う。

4．国際環境運動 と環境社会学

　 前に も述べ た よ うに 、環境保護 シ ス テ ム や

環 境規範 に関 しては、国際環境法が 先行 して

い る 。 「永続可 能な発展」「環境 と発展の 統

合 1「世代間衡平 1の 各理 念は国際法の レベ

ル で 先 に確立 した 、， ドイ ッ で は こ れ を受 け

て 、基本法 20 条 a で 環境保護 を国家 目的 と

す る規定 をお い た 。

　 日本は こ れ に 及 ば な い が 、環境基本法で 人

類益 と 将 来世代益 を掲げ た もの の 、ア メ リ カ

や ヨ
ー

ロ ッ パ の 環境法や政策か ら は著 しく遅

れ て い る c 国連 レベ ル の 意思 決定 シ ス テ ム で

は 、NGO の 参加が著 しく進ん で い て 国際環

境 政策 に影響 をbiえて い る 。 こ の 国際的な

NGO の 運動が 、国連や各国政府に 与えた影

響 とその 役割に つ い て の社会学 的 な研究 は、

こ れ か ら の 課題 と言 えよ う。こ れ ら に つ い て

は 、国際 関係論や 国際法 との協働が 必要にな

う つ
uo ．

c

注

（1） 長 谷 川 公
一．、1996，「環境問題 と環境社会学」

　 「法 祉 会 学』49 ；122．

（2｝ II「村恒年 ，1994 ，「自然保護の 法 と戦略　第 2

　 版 』有斐閣．

［．3） 甲斐道太郎，1976，「公害環 境閊 題 と法」「マ ル

　 ク ス 主 義法講 座 』：373ff．； 日本弁護士連合会

　 〔日弁連 ｝，1987、『危機 に 立 つ 公害被害者の 人
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　 権』（第 30回 人権大 会 シ ン ポ ジ ウム 報告書）．

（4〕 舩橋晴俊
・
長谷川公一・

ほ か ．1985，f新幹線公

　 害』 有斐 閣 1 舩 橋
・
艮谷 J［1ほ か ，1988，「高速

　 文明 の 地域問題』有斐閣 ，

（5）開発行 政 過 稈の 不 合理 性 の 分 析 を詳 細 に 行 っ

　 た もの と して は 山村恒年、1986、「現 代行 政過程

　 論 の 諸 問題 （D −・
〔i4・完）」「自治研究」58−

　 9 ．n　；S9−3．7、11；60−2，7，10：61−2．3．8」2 二 62−4，11．

（6）日弁連 の 尺規模 な調査報告 と して は 次 の よ う

　 な もの が あ る 。

　　「海 と国民 の 権利」『瀬戸内海汚染実態調査報

　 告書』（昭和 52 年 3 月 ・約200 名以 上 の 弁護士

　 が参加），、「復帰後 の 沖縄 白書」『法律時報増千1」』

　 1975年）「復帰後 10年の illl縄白書」（『法律時報

　 増刊」］9S2年）。 こ れ は、沖縄振興開発言1．画が

　 沖縄 の 市町 村 と住民の 自立 に
厂
チえた影響を分

　 析 し、自tttの 方向 を提言す る。

　　 日弁連人 権大会 シ ン ポ ジ ウ ム の 毎年の 樶告書

　 と して は 注 〔3）の ほ か 次 の よ うな もの が あ る 。

　　「原子力開発 と環境保全」（第 26回 ・1993　4／　｝

　 「森林の 明 目 を考える」〔第29回 ・1986年）「地

　 球 環 境 保 全 と法的 戦 略」（第31回・1998年｝「検

　 副E・　リ　
’f”　ト開発」　（第 34 ［a］　

・1991 年）　「考 2＿

　 て み ませ ん か ま ちづ くり」（第 36 回 ・1993 年）

　 「清流 を わ れ らの 手 に
一

河川行 政 の あ りカを問

　 う」（第 38bl ・ig95 年）

（7） 長 谷川 ，1996 ：125．

（8）山村恒年，1996，「現代環境法 の 法理 学 」『法哲

　 学年報』．

（9）山村恒年 ・関根孝道 編 ，1996，i「自然の 権利』信

　 凵」社参照 。

（10）　山村恒年．1996，「地 球環境 を め ぐる 社会運

　 動」『法社会学』48 ；106．

（や まむ ら ・つ ね と し　環 境 法学 ）
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